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　タイ王国では、新憲法制定後初の５か年計画である第９次国家経済社会開発計画（2002～2006年）

において、地域住民のボトムアップ型の計画策定手法により、国王の提唱する「ポーピアン（足る

を知る）経済」を基本哲学とし、これまでの急速な経済発展を自省して、社会の安定を保ちながら

中庸を心得た持続的な発展をめざしています。これに対し我が国は、「社会開発セクター」に対す

る協力を協力重点５分野のなかの１つとして位置づけ、AIDS対策を中心とした保健・医療協力を

実施しています。

　タイ王国国立衛生研究所（National Institute of Health：NIH）は、日本の無償資金協力により

1986年に設立されたタイ王国保健省に属する研究所です。我が国は、これまでNIHを拠点として、

感染症分野の研究能力の向上を目的とした「国立衛生研究所プロジェクト」（1985～1994年）、及び

AIDSに関する研究機能及び公衆衛生活動の強化支援を目的とした「AIDS予防対策プロジェクト」

（1993～1996年）を実施しました。さらに、1999年３月からは、新興・再興感染症における調査研

究体制と地方研究室間の連携体制の強化を目的とした「国立衛生研究所機能向上プロジェクト」を

５年間の予定で実施しています。

　「国立衛生研究所機能向上プロジェクト」の協力期間が2004年２月末に終了することから、今般

関係各位のご協力の下、活動の進捗状況を評価し、プロジェクトの自立発展性等について助言を

行うことを目的として、終了時評価調査が実施されました。

　今回の調査にあたり、ご協力を賜りましたタイ王国側、日本側の関係各位に対し、甚大なる謝

意を表す次第です。
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評 価 調 査 結 果 要 約 表 

１．案件の概要 

国名：タイ王国 

分野：保健医療 

案件名： 

国立衛生研究所（NIH）機能向上プロジェクト 

所轄部署：医療協力部医療協力第一課 援助形態：プロジェクト方式技術協力 

協力金額（評価時点）：９億800万円 

先方関係機関：保健省国立衛生研究所 

日本側協力機関：国立感染症研究所、東京大学、 

        大阪大学他 

協力期間 （R／D）： 

 1998年12月24日 

 1999年３月１日～2004年２月28日 

（延長） ： 

（F／U）： 

 2004年から２年間の予定 

 長期専門家１名＋短期専門家 

（E／N）：（無償） 

他の関連協力：無償資金協力（1984年度24億5,000

万円、1985年度14億5,600万円）、 

フォローアップ協力（2001年度１億3,100万円） 

 

１－１ 協力の背景と概要 

 タイ王国国立衛生研究所（National Institute of Health：NIH）は、1984年から日本政府が無償資

金協力によって建物建設、機材供与を実施し（1984年度24億5,000万円、1985年14億5,600万円）、1986

年に完工された研究所である。タイ王国保健省医科学局に所属し、保健省内における総合的研究施設

を備えた唯一の研究機関として、タイ王国（以下、「タイ」と記す）におけるAIDS・感染症対策の中

心的研究機関としての機能を担っている。 

 同研究所に対し、我が国は、NIHの感染症分野の研究能力の向上を目的とした「国立衛生研究所プ

ロジェクト」（1985～1994年）を実施した。また、1990年代初頭からのAIDSの爆発的な流行を受け

（AIDSの感染者は約100万人：総人口の1.7％、死者は22万人以上と推定）、NIHを拠点とした「AIDS
予防対策プロジェクト」（1993～1996年）を実施し、AIDSに関する研究機能及び公衆衛生活動の強化

のための支援を実施した。同プロジェクトの終了に際し、タイ政府はAIDSに関する試験分析研究体制

の更なる強化に加え、新興・再興感染症の調査研究体制と地方研究所間の連携体制の強化が必要と判

断し、NIHの機能向上を目的としたプロジェクト方式技術協力を引き続き我が国に要請した。 

 

１－２協力内容 

 上記、タイからの要請に基づき、我が国は、国立感染症研究所、東京大学、大阪大学などの協力を

得て、NIHにおけるAIDS及び新興・再興感染症についての研究能力を向上させることを目的として、

感染症の診断・検査技術の強化、病原体情報の解析、及びAIDSコホートの設定などの支援を行った。 

 

（１）上位目標 

 NIHにおける医生物学的研究が、タイの感染症対策に一層貢献するようになる。 

 

（２）プロジェクト目標 

 NIHにおけるAIDSと新興・再興感染症の研究機能が向上する。 

 

（３）成 果 

１） HIV感染とAIDSに関する研究環境が整備される。 

２） 高度安全実験室での動物を用いたワクチン評価システムが整う。 

３） HIVワクチン治験及び血清銀行のための国内検体保管システムの施設が整う。 

４） 病原体同定のための機能が向上する。 

５） 新興・再興感染症動向調査のための研究所間の連携が強化される。 

 



（４）投入（評価時点） 

日本側： 

長期専門家派遣     ７名    機材供与        １億5,800万円 

短期専門家派遣     43名    ローカルコスト負担   １億2,300万円 

研修員受入れ      15名 

タイ側： 

カウンターパート配置  22名 

ローカルコスト負担   現地通貨558万9,000バーツ（約１億6,000万円） 

土地・施設提供 

２．評価調査団の概要 

調査者 担当分野 氏 名 所 属 

団長／総括 水田 加代子 国際協力事業団専門技術嘱託 

感染症対策総括 山崎 修道 前国立感染症研究所所長 

AIDS対策 岩本 愛吉 東京大学医科学研究所教授 

新興／再興感染症対策 倉田  毅 国立感染症研究所副所長 

協力計画 田中 裕子 国際協力事業団医療協力部第一課職員 

評価分析 薄田 栄光 アイ・シー・ネット（株）シニアコンサルタント 

調査期間 2003年７月29日～2003年８月９日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

 プロジェクトの目標は、「研究機能の向上」であるが、プロジェクト開始時に、既にこれまでの我

が国の協力によって、NIHの研究能力は一定のレベルを有していたこと、また、日本の協力機関との

関係もできていたことから、本プロジェクトにおいて技術移転は円滑に行われ、すべての成果が満足

のいくレベルで達成された。よって、目標は達成されたといえる。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（１）妥当性 

１） HIV／AIDSほか、感染症はいまだにタイの主な死因にとどまっており、HIV／AIDSに対す

る効果的な予防と治療はタイ国民のみならず、近隣諸国全体がその開発を期待している。 

２） タイ政府は、死亡率や感染率の高い新興・再興感染症の対策についても、効果的な診断・治

療技術の開発を国家開発計画の戦略として採択した。 

３） 日本政府は、2000年の九州・沖縄サミットの際の沖縄感染症対策イニシアティブ以来、感染

症の研究とワクチン開発の推進を具体的な取り組みとして支援してきた。 

 以上のことから、本プロジェクトはタイ政府の開発計画や日本の政府開発援助の方針、タイ国

民のニーズと整合性があり、妥当性は高いと判断された。 

 

（２）有効性 

１） NIHはHIV／AIDS研究に関する質の高い研究開発の能力を備えた。また、ラボラトリー機能

とランパン病院のフィールドステーションとの連携を確立したことによって、臨床分野の研究

能力をも獲得した。これらの成果及びアニマルセンターが整備されたこと、HIVワクチン治験

のための国内検体保管システムが確立されたことによって、NIHの研究環境は向上した。結果、

カウンターパートが、幅広い研究課題へ取り組み、また、外部研究者との共同研究を行うこと

を誘発することとなった。 

２） NIHは、新興・再興感染症に関する研究能力が向上した。NIHとタイ国境に位置する４つの

指定病院間の検査・診断体制を強化する新興・再興感染症動向調査システムは、本プロジェク

トが開始する以前にタイ側が開始したものである。しかし、同システムは上手く機能していた



とは言えず、本プロジェクトでNIHの病原体検査能力を強化し、かつNIHと各病院間との感染

症データについて技術指導した結果、同システムは強化された。結果、NIHは研究能力の他、

感染症動向調査においても国家研究所としての役割を果たすに至った。 
 以上のことからプロジェクトはPDMに則り順調に活動を進め、おおむね目標は達成されたと判

断される。 

 

（３）効率性 

１） プロジェクトに投入された資源は、質と量において適切であった。また、日本からの派遣専

門家の時期は適切で効率的であったといえる。 

２） 機材等の配置に関して幾分の遅れがあり、いくつかの活動に影響した。しかし、成果に影響

を及ぼすような問題には至らなかった。 

３） 本プロジェクト投入外の共同研究者（日本の大学等）から提供された機材や技術が、プロジ

ェクト成果の実現にも貢献している。 

 

（４）インパクト 

１） プロジェクトで対象としたAIDS及びその他13の感染症に関する研究能力は向上した。 

２） 本プロジェクトにおいてランパン病院のHIV感染者・AIDS患者から採取した細胞、血清を用

いた研究がNIHで開始されることになったが、病院とNIHが協力して研究を行う意義は高い。 

３） ランパン病院では、新生児のHIV感染を診断することが可能となった。。 

４） NIHとタイ隣接国との境界近くに位置する指定４病院間の感染症動向調査機能が強化された。

結果、NIHは研究機能、及び感染症動向調査機能を兼ね添えた国家研究所としての役割を果た

すに至ったといえる。 

５） プロジェクトの成果により、NIHの研究内容及びカウンターパートの研究能力が向上したこ

とは、国立感染症研究所、東京大学、大阪大学及び北海道大学などとの間で共同研究が開始さ

れることにつながった。 

 

（５）自立発展性 

１） 供与した機材の維持管理は、日常業務のなかで行われており、プロジェクト終了後も、それ

にかかる技術・予算ともに支障はない。 

２） ランパン病院でのコホート（患者集団）研究（HIV感染者、AIDS患者及びその配偶者を定期

的に採血し、血清・細胞を採取している）には、データ入力者の雇用、患者への協力謝金支払

いをプロジェクトで賄っているため、プロジェクト終了後、これらの予算をタイ側が独自で確

保することは難しいと思われる。ただし、今後、日本側がコホート研究を２年間引き続き支援

することにより、研究の成果がタイ国内、及び国際的にも評価されるレベルとなることが十分

期待できる。結果、２年後にタイ側によるコホート研究の予算措置が可能となるであろうと判

断された。 

３） AIDS以外の13対象疾患のうち、いくつかの疾患については、今後、日本が若干のフォローア

ップすることにより（数名の短期専門家派遣）共同研究に発展させることができると評価され

た。共同研究を行うことにより、NIHの研究レベルが更に発展することが期待される。 

４） 感染症動向調査システムについては、タイ側の努力により、継続的に機能していくことが可

能であると評価された。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（１）計画内容に関すること 

 該当なし 

 



（２）実施プロセスに関すること 

 日本の大学や研究機関との共同研究、及び日本への留学は、カウンターパートの研究に対する

モチベーションを高め、研究の質を維持・発展することにつながった。 

 NIHの施設がフォローアップ協力により改善され、実験環境はより整備された。 

 

３－４ 問題点及び問題を引き起した要因 

（１）計画内容に関すること 

 該当なし 

 

（２）実施プロセスに関すること 

１） ランパン病院における活動として、当初プロジェクトが予定していなかった患者への支援活

動が大幅に広がることになった。患者をサポートするランパン病院スタッフによるラジオ番組

への協力、AIDS患者及びその未亡人の創出活動支援、患者サポートグループの活動への支援等

が病院側からの自発的アイデアによって、開始されたが、途中でプロジェクト活動として取り

込むなど、本活動のプロジェクトの位置づけを整理するべきであった。 

２） NIHへのJICAの協力が20年にものぼること、また、プロジェクト活動とは別に日本の各大学・

研究所とNIHが行っている共同研究と、プロジェクト活動が重複するところが多いことから、

本プロジェクト活動だけを切り離して、その投入・成果を捉えることはしばしば困難であった。 

 

３－５ 結 論 

 本プロジェクト目標は、おおむね達成された。感染症には「国境がない」といわれるが、プロジェ

クトの成果によって、タイの感染症に対する診断・研究能力が向上したことは、日本にとっても公衆

衛生上、非常に有益であるといえる。 

 

３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

（１）2000年７月以降、750名のHIV感染者がコホートに登録され、患者から採取された血清・細胞を

用い、免疫学的、分子レベルの研究が開始された。プロジェクトのカウンターパートは研究者と

して成長し、日本の大学との共同研究を行うに足る資質を得るに至った。コホートが、今後とも

維持され、共同研究が更に促進されることが望まれる。 

 

（２）本プロジェクトによってNIHの研究機能が向上したことは、日本とタイが共同研究を始めるこ

とに大きく貢献した。プロジェクト終了後も、日本の研究所及び大学とNIHとの両者の努力によ

り、共同研究を継続することが望まれる。 

 

（３）NIHは、検査・診断技術のアップデートと標準化、及び感染症動向調査にかかわる指定病院へ

の診断技術の移転に努力するべきである。それには、疫学課と、保健省傘下の他課との課横断的

協力が重要である。 

 

（４）NIHは、HIV／AIDS及び他の感染症対策を地域規模で行うことの必要性を重要視しており、タ

イ国内だけではなく、地域規模、あるいは国際規模での感染症対策への取り組みが促進されるべ

きである。 

 

３－７ 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、運営 

    管理に参考となる事柄） 

（１）これまでの20年間にわたる長い協力関係のなかで築いた日本・タイ側双方との良好な人間関係

が技術移転の円滑な実施につながった。 



（２）「AIDS研究支援費」というAIDS研究に関し柔軟に使用できる予算ができたことにより、AIDS
研究コホートの設立と維持が可能であった。 

 

（３）プロジェクトで移転した技術により、日本の研究所及び大学との共同研究が可能となった。ま

た、プロジェクトの成果は、タイ・日本側双方の感染症対策に利益をもたらした。 

 

３－８ フォローアップ状況 

 プロジェクトでは、AIDS研究コホートを設立し、３年間コホート研究を実施した。今後、コホート

を維持するとともに、コホートから得られたサンプルを用いた研究をNIHで行う予定である。現時点

ではタイ側独自でコホートを維持するための予算措置が難しいが、コホート研究の成果が、国際的に

も評価されるものになれば維持にかかる予算を捻出することも可能となる。よって、コホート研究を

発展させることを目的としたフォローアップを行う（長期専門家１名を２年間派遣）。 

 また、いくつかの研究分野においては、今後若干のフォローアップをすることによって、新たに共

同研究が開始され、国際レベルの論文となることが期待される。国内支援委員会からフォローアップ

実施の要請を受け「本部協力機関活動支援」としてのフォローアップを２年間実施する。内容として

は、国内支援機関から短期専門家を年間５名程度派遣し、共同研究に発展するよう支援する。 
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第１章　終了時評価調査の概要第１章　終了時評価調査の概要第１章　終了時評価調査の概要第１章　終了時評価調査の概要第１章　終了時評価調査の概要

１－１　調査団派遣の経緯と目的

　タイ王国国立衛生研究所（National Institute of Health：NIH）は、1984/1985年の両年にわた

り（1984年度24億5,000万円、1985年14億5,600万円）日本政府が無償資金協力によって建物建設、

機材供与を実施し、1986年に建設されたタイ王国保健省医科学局に所属する研究所である。保健

省内で唯一総合的研究施設を備えた研究機関として、タイ王国（以下、「タイ」と記す）における

AIDS・感染症対策の中心的研究機関としての機能を担っている。

　NIH設立直後、我が国は、NIHの感染症分野の研究能力の向上を目的とした「国立衛生研究所プ

ロジェクト」（1985～1994年）を実施した。また、1990年代初頭からのAIDSの爆発的な流行を受け

て（AIDSの感染者は約100万人：総人口の1.7％、死者は22万人以上と推定）、NIHを拠点とした

「AIDS予防対策プロジェクト」（1993～1996年）を実施し、AIDSに関する研究機能及び公衆衛生活

動の強化支援のための支援を実施した。同プロジェクトの終了に際し、タイ政府はAIDSに関する

研究機能の更なる強化に加え、新興・再興感染症の調査研究体制と、地方研究室間の連携体制の

強化が必要と判断し、NIHの機能向上を目的としたプロジェクト方式技術協力を引き続き我が国

に要請した。

　これを受けて、我が国は、NIHにおけるAIDS及び新興・再興感染症についての研究機能を整

備・強化することを目標とした「国立衛生研究所機能向上プロジェクト」を1999年３月から５年間

の予定で実施している。また、本プロジェクト実施中、バイオハザード実験室及び感染動物実験

室の機器の修理・更新に係る要請がタイ側からあった。これらの機材がプロジェクト活動上、不

可欠な施設・設備であるため、2001年には無償資金協力のフォローアップ協力（１億3,000万円）を

実施した。

　「国立衛生研究所機能向上プロジェクト」の協力期間が2004年２月末に終了することから、これ

までの活動実績を取りまとめ、目標達成に向けた活動の進捗状況を評価し、プロジェクトの自立

発展性等などにつき、助言を行うことを目的とし、JICA専門技術嘱託 水田 加代子を団長とする

終了時評価調査団が派遣された。
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１－２　調査団の構成と調査期間

１－３　対象プロジェクトの概要

　NIHに対する我が国の協力は1980年代半ば、無償資金協力による建物、研究施設の供与に始ま

り、２回にわたるプロジェクト方式による技術協力が実施されてきた。今回の終了時評価の対象

プロジェクトは、NIHに対する３回目のプロジェクト方式による技術協力であり、継続的協力の

一環をなすものと考えられる。プロジェクト目標は、HIV／AIDS及び新興・再新興感染症分野を

対象として同研究所の研究機能を向上することにおかれている。

　評価はJICAの評価方式に従い、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）及びDAC評価

５項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）を用いて実施した。プロジェクトの

活動及び投入については、プロジェクト活動報告書、及びプロジェクトからの資料、聴取によっ

て、現地調査に先立って入手した。PDMに設定されている成果については、研究の質的向上を評

価するものであり、数値を用いて評価指標を表示することは非常に困難であった。したがって、

現地におけるインタビュー調査、クエスチョネア、視察を通じて達成度を把握するとともに、当

該分野の専門家でありプロジェクト開始時点からカウンターパートの指導にあたってきた調査団

員が、カウンターパートによって発表された研究成果と過去の論文などを勘案のうえ、評価した

結果を文章で表し結論を導く方法を取った。

　本調査団が作成した評価結果（案）を基に、タイ側評価メンバーと合同評価会議における協議の

結果、「本プロジェクト目標は成功裏に達成されており、プロジェクト終了時には完全に達成する

ことが見込まれる」との結論を得て、付属資料３．ミニッツAppendix12のに取りまとめられた。

　本プロジェクト目標の達成に関しては以上のとおりであるが、今後の自立発展性を見通した場

合、コホート（患者集団）研究については、タイ側はその重要性を十分に認識しているものの、現

況の財政事情悪化の折りから研究の質を維持できるか懸念される。この研究の定着を図るため協

担当分野 氏　名 所属・職位 派遣期間

団長／総括  水田　加代子 国際協力事業団 専門技術嘱託 2003年８月３日～８月９日

感染症対策総括  山崎　修道 前国立感染症研究所 所長 2003年８月３日～８月９日

AIDS対策  岩本　愛吉 東京大学医科学研究所 教授 2003年８月３日～８月９日

新興／再興
感染症対策

 倉田　 毅 国立感染症研究所 副所長 2003年８月３日～８月８日

協力計画  田中　裕子
国際協力事業団 医療協力部
医療協力第一課　職員

2003年７月31日～８月９日

評価分析  薄田　栄光
アイ・シー・ネット（株）
シニアコンサルタント

2003年７月29日～８月９日
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力を２年程度継続することが必要と考える。また、「国境をもたない感染症」に対する有効な対策

として、いくつかの分野については協力関係を保ちつつ、NIHの更なる機能向上に貢献すること

は、タイ及び近隣諸国への貢献のみならず、ひいては在外邦人を含む日本国民の感染症予防にも

役立つものとなろう。

　タイ側は、NIHに対する日本側の20年近くに及ぶ協力に感謝の意を述べ、その間に育成された

数多くの人材、構築された日本・タイ側双方の研究機関、研究者間のネットワークを更に強化し

て、協力効果をあげていくことを願っていることを表明した。また、協力分野としては、一方的

にタイが利するものではなく、日本・タイ側双方に関心のある分野が望ましいとの考えも表され

た。

　タイ政府は、今後被援助国を脱し、援助において対等なパートナーとしての立場をとることを

政策として打ち出している。NIHにおいても、今後のプロジェクト成果を基に日本と協力して、

近隣諸国の感染症対策を支援することを要望している。この動向をフォローし、必要あれば適切

な協力計画策定に協力することは有意義と思料する。
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第２章　終了時評価の方法第２章　終了時評価の方法第２章　終了時評価の方法第２章　終了時評価の方法第２章　終了時評価の方法

２－１　PDMe（評価用プロジェクト・デザイン・マトリックス）

　プロジェクトの終了時評価は、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）とプロジェク

ト・サイクル・マネージメント（PCM）の考えを取り込んだJICA事業評価ガイドラインに沿って実

施された。PDMはプロジェクトに必要不可欠な要因と実施期間中に起こり得るリスク注１を実施前

に簡潔にまとめ、作成された実施計画表である（付属資料３．ミニッツAppendix２を参照）。この

PDMに基づいて、終了時評価のための評価用プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDMe）が、

評価関係者と協議しながら作成された（付属資料３．ミニッツAppendix３参照）。このPDMeは評

価の枠組みであり、２－２の項で述べる主な評価設問と情報・データ収集方法で示されている「評

価調査表」注２を策定する際の基礎となる。

　評価調査表は、プロジェクトの終了時評価に対する具体的な評価方法を要約したものともいえ

るが、このプロジェクトの性格上、手法に関して以下の事項について考慮しておきたい。

（１） 研究プロジェクトの成果は、質的に表現される性質のもので、専門用語のみならず、高い

専門性を伴う表現によって提示され、理解される内容である。PDMに記載されている指標か

ら、研究内容を質的に測ることは難しいことから、それぞれの成果の達成度は高い専門性と経

験を備えた専門家によって審査・評価されるべきである。

（２） NIHでは、日本の大学と既に共同研究がいくつか開始されていることから、JICAのプロ

ジェクトの部分を切り離して成果の達成度を評価することは難しい。これは投入についても同

じことがいえる。

２－２　主な評価設問
注３
と情報・データの収集方法

　プロジェクトの実施プロセスや管理も含めたプロジェクトの実績と達成度を把握するための基

本的な評価設問や情報・データの収集方法は、付属資料３．ミニッツAppendix４「実績と達成度の

評価調査表」を参照されたい。

　評価５項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の視点に基づいた評価を行う

ための基本的設問や情報・データの収集方法は、付属資料３．ミニッツAppendix５「評価５項目の

注１
プロジェクトの目標や達成すべき成果、達成度を示す指標、両国の人員や資機材の負担の内容、活動のあら

まし、プロジェクトの期間などが、簡潔に表形式で記載されている。この表にはプロジェクトの内容のほ

か、プロジェクトが関与できない（しない）重要な外的条件が記載されている。リスクとはこの外的条件のな

かで、プロジェクトに対してネガティブにはたらくかもしれない事象をいう。
注２

評価グリッドとも呼ばれ、これに基づいて更に詳細な現地調査スケジュールや対象者別の質問票を用意する。
注３

評価設問とは、評価５項目の視点に沿った結論を導くために用意する質問。
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ための評価調査表」を参照のこと。

　以下に評価５項目の視点を示した。

（１） 主な調査項目

１）　妥当性

　妥当性は、プロジェクトの上位目標やプロジェクト目標が、タイの保健政策や日本の政府

開発援助の方針、プロジェクトが関係する保健医療提供者や受益者のニーズに合致している

かどうかを判断する評価の視点である。

２）　有効性

　有効性は、プロジェクトによって産出された成果によって、どの程度プロジェクト目標が

達成されたのか、あるいは達成が見込まれるのかという視点に立脚する。

３）　効率性

　効率性は、実施過程のなかで、様々な投入がいかに効率的に成果に結びつけられたかを判

断する評価の視点である。

４）　インパクト

　インパクトとは、プロジェクト実施の結果、起こる影響や変化である。インパクトは直接

的・間接的な望ましい、あるいは望ましくない影響・変化を把握して、評価する視点である。

５）　自立発展性

　自立発展性は、外部からの支援がなくなった場合においてもプロジェクトの便益が持続す

るかどうかという視点に立脚する。

（２） 情報・データ収集方法

　情報の信頼性を高めるために、同じ評価設問について複数の情報収集方法（又は、異なる情

報源のクロスチェック）が適用された。情報・データ収集の方法は次のとおりである。

１）　資料のレビュー

　プロジェクトの資料、進捗報告書、関連印刷物、統計等をレビューする。

２）　直接観察

　施設や機材、技術、記録等の適性について現地で直接的に観察する。

３）　質問票・インタビュー調査

　プロジェクトの情報をもつ主たる関係者にあらかじめ質問票を配布し、必要に応じてイン

タビュー調査時に質問を追加して情報を得る（半構造化インタビュー）。

４）　プレゼンテーション

　プロジェクトの成果に関係する研究者16名に研究内容を発表してもらい、質疑応答を通じ

て実績と達成度を把握する。
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第３章　調査結果第３章　調査結果第３章　調査結果第３章　調査結果第３章　調査結果

３－１　プロジェクトの投入

（１） 日本側からの投入

　プロジェクト開始以来日本側からは様々の専門分野から７名の長期専門家と43名の短期専

門家が派遣された。なお、今後、８名の短期専門家がプロジェクトの残りの期間内での派遣が

予定されている。名前と専門分野のリストは、付属資料３．ミニッツAppendix６に記載され

ている。

　15名のタイ側カウンターパートが日本の様々な機関で研修を受けた。今後、引き続き３名

のタイ側カウンターパートが日本での研修を予定している。名前と専門分野のリストは、付属

資料３．ミニッツAppendix８に記載されている。

　日本から供与された主な機材リストは、付属資料３．ミニッツAppendix９に記載されてい

る。総額で約１億5,771万2,000円の機材が供与された（付属資料３．ミニッツAppendix10を参

照）。また、日本側は部分的な運営費用として１億2,320万8,000円を支援した。年度ごとの経

費については付属資料３．ミニッツAppendix11を参照のこと。

（２） タイ側からの投入

　全体で22名がプロジェクトのカウンターパートとして任命され、活動に従事した。カウン

ターパートのリストは、付属資料３．ミニッツAppendix７に示されている。

　プロジェクト期間中は、国立衛生研究所（NIH）内とランパン病院内にプロジェクト事務所

が提供され、プロジェクト活動に従事したカウンターパートに加えて、相当の運営費用と人的

資源が投入された。タイ側は部分的な運営費用として約1,605万円（タイバーツ換算558万

9,000）を支出した。年度ごとの経費については日本側の運営費負担とともに付属資料３．ミ

ニッツAppendix11に示されている。

３－２　プロジェクトの実績と達成度

　プロジェクトに関連する研究活動の主な成果は、付属資料３．ミニッツAppendix14に概略がま

とめられている。また、実績と達成度を示す補完的な根拠は、付属資料３．ミニッツAppendix12

に示されている。
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３－３　成果ごとの技術評価

（１） 成果Ⅰ：HIV感染とHIV／AIDSに関する研究環境が強化される

　ランパン・コホート研究注４は、順調にスタートし、2000年７月から2002年10月まで、756名

のHIV感染者とHIV感染者の配偶者でHIV陰性（非感染者）の人が106名、コホート（患者集団）

研究に参加した。このなかには血清検査で一致する（感染者と感染者）118組と血清検査で不一

致の（感染者と非感染者）74組の夫婦が含まれている。コホート研究チームの精力的な努力によ

り、2001/2002年には新しい患者の登録数が増えた。これによりコホート研究チームと病院と

の協力関係は良好であり、2001年には、コホート研究から得られた血液材料を使った下記の

いくつかの研究プロジェクトがNIHで開始された。カウンターパートは研究者として成長し、

日本の研究者のすぐれた共同研究のパートナーとして活動している。今後も、ランパン・コ

ホート研究は維持され、拡大されることが望まれる。

１）　組織適合抗原（HLA）の遺伝的解析

　短期専門家の技術指導により、144名の患者のHLAの遺伝解析が終了した。本データは、

HIVの特異免疫研究に重要なデータとなると思われる。

２）　ヒト遺伝子研究

　短期専門家の指導によって、カウンターパートが遺伝マーカーのパイロットスタディーを

実施した。本結果は、患者の診断データと合わせ、更に解析されることが期待される。タイ

における遺伝マーカーと診断パラメーターの相関関係を把握するのに、非常に有効な研究で

あるといえる。

３）　ウイルス研究

　薬剤耐性試験が短期専門家試験の指導の下、行われた。ウイルスの遺伝多形成のシークエ

ンス、薬剤耐性とかかわる遺伝子の変異を解析することは重要であり、今後、データを解析

することによって、HIVサブタイプEのアッセイキット開発につながる可能性がある。

４）　HIV１感染者の日和見感染の遺伝子診断

　病原体診断のために、簡素な分子診断を使用することが望ましい。長期専門家は、カウン

ターパートとともに、AIDS患者の脳脊髄液を調べた。短期専門家がクリプトコッカス、サ

イトメガロウイルス、トキソプラズマなどの中枢神経系中の病原体をポリメラーゼチェーン

リアクション（PCR）注５によって検出する技術を指導した。

　プロジェクト実施のなかで、以下のような活動が期待された質を維持しながら実施された。

注４
一般にコホート研究は、関心ある事項に曝露した集団と曝露していない集団の２つの患者集団（コホート）を

設定し、それぞれの集団を追跡調査する研究方法である。ランパン・カップル・コホート研究では、集団の

社会的な事項のみならず、血液などから得られる様々な生体情報が関心事項となり得るので、それらの関連

性や比較を検討する様々な研究を成立させることが可能である。
注５

病原体の遺伝子を構成するヌクレオチドの一部を増幅する方法。
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評価時点における主な活動の進捗状況は、カッコ内に示されている。

①　HIV感染とAIDSについての免疫学的、ウイルス学的、分子レベルの研究に適切な技術

を導入する（ほぼ実施完了）。

②　放射性同位元素を用いた実験が可能なP2／P3レベルの実験室を確立する（完了）。

③　HIV感染及びAIDS病原性研究のためのコホートを設定する（完了）。

④　コホート研究のためのフィールド・ステーション注６を設立する（完了）。

　以上の理由から、成果Ⅰ「HIV感染とAIDSに関する研究環境が強化される」に関連する活動

は計画どおり進捗し、プロジェクト終了時にはすべての活動が完了すると予想される。

（２） 成果Ⅱ：高度安全動物実験室（BSL3）注７での動物を用いたHIVワクチン評価システムが整う

１）　実験ラボラトリーに必要な機材、モルモット・ネズミを含む繁殖用の小動物の供与、及

び感染動物の扱いや実験のための技術移転は終了した。機材は有効に活用されており、移転

された技術のレベルは維持されている。その結果、研究用アニマルセンターをもつNIHと

しての機能が向上した。

２）　これらの施設と実験動物はHIVワクチン開発のための免疫学的研究や、その他いくつかの

研究活動に使用されている。

３）　さらに、NIHの実験室で扱う病原体の生物学的研究における安全性（以下、「バイオセフ

ティー」と略す）レベルを見直した結果、実験動物ラボラトリーを含む高度安全動物実験室レ

ベル３分の２を管理するシステムが2000年に導入された。また、動物部門の安全性を維持す

るために、HEPAフィルターや気圧計、提供された機材の管理記録を定期的にチェックし、

バイオセフティー管理体制を維持していることが報告されている。

４）　NIHの高度安全動物実験室レベル３分の２の状況を検査し、管理するために生物学的研

究における安全委員会が組織化された。

５）　医薬品の安全性に関する非臨床試験の実施の基準（GLP）注８が将来的に整備されれば、ア

ニマルセンターは臨床実験のためのHIVワクチン評価に活用されることが可能である。

　評価時点における主な活動の進捗状況は、カッコ内のとおり。

①　実験室に必要な機材を整備する（完了）。

②　BSL3での感染動物の管理と実験に必要な技術を導入する（完了）。

注６
患者集団に近い臨床の現場（フィールド）に置かれたコホート研究の拠点。実際はランパン病院のHIV／AIDS

デイケア・センター内に、患者たちへの説明・相談、登録、フォローアップ、記録とデータ管理を行う人員

の配置と患者血液の処理と検査・保存機材等が設置された。
注７ Bio safety laboratory Level 3　生物学的安全性レベル３に属する病原体を取り扱う実験室。
注８

人に対する投与試験の前段階での安全基準。
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③　BSL3でのバイオセフティー管理システムを確立する（完了）。

　以上の理由から、成果 Ⅱ「BSL3での動物を用いたワクチン評価システムが整う」は達成された。

（３） 成果Ⅲ：HIVワクチン治験及び血清バンクのための国内検体保管システムの施設が整う

　JICAは検体保存のために３つの冷凍庫（マイナス80℃）と２つの液体窒素冷凍庫、液体窒素

の生産装置を提供した。レポートによると、バンコクでワクチン試験を実施しているバンコク

ワクチン評価グループの２万8,175の試料が保存されている。また、全国保健サーベイ調査

（2000～2002年）の700試料も保存され、これらの検体を管理するコンピューターシステムは問

題なく稼働している。

　評価時点における主な活動の進捗状況は、カッコ内のとおり。

①　保存システムのための必要機材を整備する（完了）。

②　インベントリーシステム
注９
を確立する（完了）。

　以上の理由から、成果Ⅲ「HIVワクチン治験及び血清バンクのための国内検体保管システム

の施設が整う」は達成された。

（４） 成果Ⅳ：病原体同定のための機能が向上する

　プロジェクトが開始された1999年から14名が、１か月から６か月の間で、新興・再興感染

症の基本的な研究や診断技術を向上させるために、日本の国立感染症研究所ほか、関連の研究

機関で研修を受けた。また、４名の長期専門家に加えて28名の短期専門家が共同研究や診断

技術の向上のための知識・技術の移転のためにタイに派遣された。この４年間の間、優先的な

技術は、PCRや配列解明技術など、病原体を探し出す遺伝子技術であった。微生物を研究・

実験するために必要な機材がNIHに供与されたが、これらの機器は効果的に活用されている。

微生物を同定する技術移転は予定どおり行われ、タイ側カウンターパートの意欲や日本人専門

家の熱意は、賞賛されるべきものである。中間評価時と比較して、センチネルサイト注10の病

院からは信頼性ある診断結果とともに必要な試料が送られており、移転技術による進歩がみら

れた。このプロジェクトの移転技術は極めて重要であり、利用価値が高い。これらの活動から

いくつかの研究成果が国際的に認められている専門誌に投稿された。

　評価時点における主な活動の進捗状況は、カッコ内のとおり。

①　NIHが国内のレファレンスラボラトリー注11として、新興・再興感染症の病原体を診断

注９
患者の病歴や臨床所見、試料の内容などが記載された目録のデータベース。

注10
感染症の発生や流行を監視するために設けられた指定医療機関。

注11
精度や信頼性、方法において最高技術水準にあり、最終判断や標準試料を提供するラボラトリー。



－10－

するための技術を導入する（完了）。

②　新興・再興感染症の病原体を診断するための適性技術をネットワークラボラトリーに導

入する（完了）。

　以上の理由から、成果Ⅳ「病原体同定のための機能が向上する」は達成された。

（５） 成果Ⅴ：サーベイランスのためのラボラトリー間の連携が強化される

　タイ保健省は1999年に新興・再興感染症サーベイランスプロジェクトという国家プロジェ

クトに着手した。このプロジェクトの対象となった疾患は９つのグループに分けられ、11の

感染症と30以上の病原体からなる。新興・再興感染症サーベイランスプロジェクトは、患者

情報とともに検査データを提供するために、４つの州病院をセンチネルサイトとして指定し

た。これらの４つの病院とは、国境に隣接する州にある、ノンカイ州病院（ラオス国境近く）、

タク州のメソド病院（ミャンマー国境近く）、チャンタブリ州のプロパッカウ病院（カンボジア

国境近く）、ソンクラ州のハジャイ病院（マレーシア国境近く）である。

　NIHによって、検体の採集方法や取り扱い、NIHへの搬送方法が、「検体搬送シート」や「報

告シート」ともに適切なマニュアルとして英語とタイ語で取りまとめられた。

　センチネルサイトとなっている協力病院からの患者情報と検査データは、NIHの13の研究

実験ラボラトリーからのデータとともに、所内の新興・再興感染症室に集められ、新興・再興

感染症サーベイランスに関する病原体の疫学情報とてコンピューターで分析処理されている。

　派遣専門家とタイ側カウンターパートとの協力により、新興・再興感染症サーベイランスプ

ロジェクトに必要なナショナル・レファレンスラボラトリーとしてのシステムと技術がNIH

に定着した。

　評価時点における主な活動の進捗状況は、カッコ内に示されている。

①　NIHとセンチネルサイトとなった州病院のラボラトリー間で病原体情報を収集、解析、

還元するシステムを確立する（ほぼ完了）。

　州病院とラボラトリー間のネットワークは確立され、いくつかの病原体についてはNIH

での診断結果がラボラトリーにフィードバックされるようになった。

　今後サーベイランスプロジェクトの下、より多くの病原体がNIHにて診断され、かつ

その診断技術が州病院のラボラトリーに普及することが期待される。

　以上の理由から、成果Ⅴ「サーベイランスのためのラボラトリー間の連携が強化される」は、

おおむね達成したと評価された。
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第４章　評価結果第４章　評価結果第４章　評価結果第４章　評価結果第４章　評価結果

４－１　評価５項目の評価結果

　評価５項目による分析の結果は次のとおりである。評価分析の根拠は、付属資料３.ミニッツに

示されている。

４－１－１　妥当性

　HIV／AIDSほか、感染症はいまだにタイの主な死因にとどまっている。日和見感染症を含め

HIV／AIDSに対する革新的な予防とケアは、タイ国民のみならず近隣諸国全体がその発展を望

んでいる。

　タイ政府は、死亡や感染の機会の高い新興・再興感染症の対策についても、効果的な技術の

開発を国家開発計画の戦略として採択した。国立衛生研究所（NIH）は、HIVワクチンの評価や

新興・再興感染症に対する正確で適切な診断能力に裏打ちされたサーベイランスなど、質の高

い研究機能とナショナルレファレンスラボラトリー機能という２つの重要な役割を担っている。

また、日本政府は、2000年の九州・沖縄サミットの際の沖縄感染症対策イニシアティブ以来、

感染症の研究とワクチン開発の推進を具体的な取り組みとして支援してきた。

　以上のことから、本プロジェクトはタイ政府の開発計画や日本の政府開発援助の方針、タイ

国民のニーズと整合性があり、妥当性が確保されていると判断する。

４－１－２　有効性

　プロジェクト目標「NIHのHIV／AIDSと新興・再興感染症についての研究機能が向上する」

は、終了時評価時まで予定どおり進捗しており、プロジェクト終了時までに完全に達成される

であろうと評価された。

　NIHに、HIV／AIDS研究に関する質の高い研究開発の能力が整ったとみることができる。ま

た、ラボラトリー機能とランパン病院のフィールド・ステーションとの連携を確立したことに

よって、臨床分野の研究能力をも獲得した。これらの成果に加えて、アニマルセンターが整備

されたこと、及びHIVワクチン治験のための国内検体保管システムが確立されたことによって、

NIHの研究環境は向上した。その結果、カウンターパートは、幅広い研究課題へ取り組むこと

が可能になり、さらに、外部研究者との共同研究を誘発することとなった。

　NIHは、新興・再興感染症に関する研究能力が向上した。また、本プロジェクトは、周辺国

との国境に近い４つのセンチネル病院とのネットワークを活用して、検査・診断体制を強化す

る新興・再興感染症サーベイランス・プロジェクトを支援することによって、レファラルラボ

ラトリーとしての機能も向上した。
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　このように、プロジェクトの有効性に貢献したいくつかの要因が認められた。日本の大学や

研究機関との共同研究は研究の質を維持することにつながった。また、NIHの施設がフォロー

アップ協力により改善され、実験環境はより整備されたものと思われる。

４－１－３　効率性

　JICAとNIHからプロジェクトに投入された資源は質と量において適切であった。日本からの

派遣専門家の時期は適切で効率的であったといえる。機材等の配置に関しては幾分の遅れがあ

り、いくつかの活動に影響したが、成果に影響を及ぼすような問題には至っていない。JICA以

外にも外部の共同研究者から提供された機材や費用の一部は、成果の実現に貢献している。

４－１－４　インパクト

　NIHの役割・機能は、研究の質とナショナルレファレンスラボラトリーとしての機能を高め

て、感染症対策という公共の利益を追求することにある。AIDS及びその他のプロジェクトで対

象とした13の新興・再興感染症に関する研究能力は向上した。また、コホート研究とNIHのラ

ボラトリー機能を連携させたことで、研究のレベルは大きく向上したといえる。これらの成果

は、今後、NIHが、質の高い研究テーマに取り組み、論文発表を行うことにつながるであろう。

　病原体の同定とラボラトリーネットワークに関するNIHの能力の強化は、タイ保健省が、今

後センチネルサイトを増やし、新興・再興感染症に関する必要な情報を収集、分析、フィード

バックするサーベイランスシステムを拡大することにつながるだろう。

　研究はもちろん、NIHにおける日常的な仕事も、既に論文、あるいは報告書やガイドライン

となっており、分子レベルの研究から、AIDS患者に直接裨益する治療方法まで幅広い内容を網

羅している。例えば、コホート研究の結果、それまでランパン病院で実施されていなかった新

生児のHIV感染の診断やHIV／AIDS患者のウイルス量の計測が可能になった。

　さらに、NIHの施設やスタッフ、仕事の内容が向上したことによって、外部の研究者たちに

とってもNIHとの共同研究は魅力的な対象となるであろう。したがって、上位目標「NIHの医生

物学的研究がタイの感染症対策に一層貢献するようになる」は、本プロジェクトによってもたら

される部分も少くないと思われる。

　以上のように評価時点ではネガティブな影響は確認されなかった。

４－１－５　自立発展性

　NIHの研究活動とレファレル機能に関する能力はプロジェクトの実施によって培われ、機材

は日常業務のなかで適切に維持管理されている。NIHの予算はやや減少傾向にあるものの、研

究レベル、機材の維持管理は、これまでと同じレベルで維持されるであろう。



－13－

　また、NIHの研究環境が向上したことによって、外部の研究者にとってもNIHとの共同研究

が魅力的なものとなった。このことは、外部からもたらされる研究費によってNIHの財務的な

自立発展性が、ある程度補完されることを意味する。

　コホート研究に関するNIHとランパン病院の連携に関しては、両者とも研究の重要性を認識

し、コホートを維持することに意欲をもっているものの、このコホート研究の運営費用をタイ

側で完全に負担するにはいたっていない。また、コホートで得られたサンプルを使用した研究

も、今後、さらに発展し、国際的な学術誌に掲載されるレベルの研究となることが期待される。

したがって、コホート研究を維持するためには、運営、財務、技術的な支援がまだ必要である。

　センチネルサイトでのラボラトリーによる新興・再興感染症サーベイランスに関しては、保

健省の新興・再興感染症サーベイランス・プロジェクトでセンチネル病院を含む財務的な面を

維持することが可能である。NIHの役割である、診断技術の向上とデータ管理は、今後、NIH

の日常業務として維持されるだろう。

４－２　結　論

　感染症には国境がないといわれるが、プロジェクトの成果によって、タイの感染症に対する診

断・研究能力が向上したことは、日本にとっても公衆衛生上、非常に有益であるといえる。

　全般的にプロジェクト活動は順調に進められており、目標はおおむね達成されたと評価された。

しかし、一部緒活動の自立発展性については、経費、技術の両方につき課題が残った。経費面に

ついては、特にランパンのAIDSデイケア・センターで設立されたコホートの維持にかかる経費

を、タイ側が負担することが困難であると思われる点である。また、技術面では、今後、若干の

継続的な支援によって、いくつかの研究において日本の大学、及び研究機関との共同研究に発展

させることが可能であろうと思われる。これら経費及び技術の課題を解決するため、２年間のフォ

ローアップが必要と判断された。

　コホート研究は10年、又はそれ以上の期間を継続的にある集団を追跡調査をすることが通常で

ある。２年間のフォロー期間に、コホートから得られるサンプルを用いたNIHでの研究が本格化

され、研究結果が論文として発表されることが期待される。その結果、NIH、あるいは他国研究

機関等がコホートの価値をより高くとらえ、２年間のフォロー終了後、タイ側でコホートの維持

管理が可能となるようタイ・日本側双方が努力していくことが重要であると思われる。

　よって、コホート研究を発展させることを目的としたフォローアップを行うため、長期専門家

１名を２年間派遣することとする。

　また、いくつかの研究を共同研究に発展させるための支援は、国内支援委員会からフォローアッ

プ実施の要請があったものであり、「本部協力機関活動支援」と位置づけ、感染症５疾患（B型肝炎、

デング（出血）熱、レプトスピラ症、エンテロウイルス感染症、肝炎）を国内支援機関からの短期専
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門家派遣（年間５名程度、各２～３週間派遣）により支援することとする。

　タイは、その政策として、支援を受ける国という立場から支援国とともに協力しながらタイ周

辺国への協力を行うかたち（パートナーシップ）へと方向転換を図っている。タイからは本プロジェ

クト終了にあたり、「NIHを拠点とした周辺国のラボラトリーネットワーク化構想」に対する支援

要請が我が国にあったものの、周辺国の重点保健課題と照らし合わせた際に、実験室への協力に

対する優先度が必ずしも高くなかったことから同要請書は採択を見送られた。

　NIHへの日本の協力は20年にものぼる。この間、日本からの支援によりNIHの研究能力は目覚

しくレベルアップされた。また、本プロジェクトの枠組みを超え、日本の大学、研究所との研究

関係も築かれた。長い協力で構築された、人間関係、信頼関係、技術的蓄積、整備された実験室

環境は、非常に貴重なものであり、これらの資源を生かすためにも、今後、NIHへの協力の方向

性を我が国として考えていく必要がある。
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第５章　提言と教訓第５章　提言と教訓第５章　提言と教訓第５章　提言と教訓第５章　提言と教訓

５－１　提　言

（１） 2000年７月以降、750名のHIV感染者がコホート（患者集団）に登録された。患者から採取さ

れた血清・細胞を用い、免疫学的、分子レベルの研究が開始された。プロジェクトのカウン

ターパートは研究者として成長し、日本の大学との共同研究を行うに足る資質を得るに至っ

た。コホートが、今後とも維持され、共同研究が更に促進されることが望まれる。

（２） プロジェクトにより国立衛生研究所（NIH）の研究機能が向上したことは、日本とタイが共

同研究を始めることに大きく貢献した。プロジェクト終了後も、日本の研究所及び大学とNIH

との両者の努力によって、共同研究を継続することが望まれる。

（３） NIHは、検査・診断技術のアップデートと標準化、及び感染症サーベイランスにかかわる

指定病院への診断技術の移転に努力するべきである。それには、疫学ユニット、及び他の保健

省傘下のユニットとの協力が重要である。

（４） NIHは、HIV／AIDS及び他の感染症対策を地域規模で行うことの必要性を重要視してお

り、タイ国内だけではなく、地域規模、あるいは国際規模における感染症対策への取り組みが

促進されるべきである。

５－２　教　訓

（１） これまでの20年間にわたる長い協力関係のなかで築いた日本・タイ側双方との良好な人間

関係が技術移転の円滑な実施につながった。

（２） 「AIDS研究支援費」というAIDS研究に関して、柔軟に使用できる予算ができたことにより、

AIDS研究コホートの設立と維持が可能になった。

（３） プロジェクトで移転した技術によって、日本の研究所及び大学との共同研究が可能となっ

た。また、プロジェクトの成果は、タイ・日本側双方、更にその他の近隣諸国の感染症対策に

利益をもたらした。

５－３　他ドナー（米国疾病対策予防センター）の協力

　本調査団は、NIHに事務所を置いている米国疾病対策予防センター（CDC）－保健省の共同プロ
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グラムも訪れ、CDCのタイへの協力についても意見交換をした。CDCは、1990年よりHIVワクチ

ンのフィールド・トライアルを行い、現在もその予算・規模は増加している。2001年より、主に

予防とケアに対する対策活動（US CDC�s Global AIDS Program：GAP）と新興感染症に関する情

報ネットワーク（International Emerging Infections Program：IEIP）活動が加わり、「タイ保健

省－CDC共同プログラム」と名称が変わり、活動・予算規模及び活動分野は飛躍的に拡大した。現

地スタッフが63名から200名へ、米国から派遣されたCDCスタッフは13名となった（以前は３～４

名であった）。さらに、タイが中心となって、近隣諸国とのネットワーク構築（ベトナム、カンボ

ジア、インドなど）を通じての広域支援が開始され、①HIV／性感染症／結核、②新興感染症を対

象として活動が行われており、９割がHIV／性感染症／結核関連の活動である。HIV／性感染症／

結核関連の活動に費やされる予算規模は、約1,000万USドルで、うち４割が研究、６割がGAPに

あてられている。GAPについては、現在63のプロジェクトがタイ国内で実施されており、１つの

プロジェクト当たり平均で年間10万USドルの規模である。JICA NIH機能強化プロジェクトと、

CDCの協力が重複されていないことが確認された。CDCのフィールド経験と我々が協力している

ラボラトリー技術とを連携させることによって、新たな共同研究活動を発展させることは、十分

可能性があるとの意見で一致した。



付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料

１．調査日程

２．主要面談者

３．ミニッツ
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１．調査日程

日順 月　日 曜日 移動及び業務

１ ７月29日 火 薄田団員移動　11:05成田発→15:30バンコク着（JL717）
２ ７月30日 水 薄田団員NIHにてJICA専門家とのミーティング
３ ７月31日 木 薄田団員NIHにてカウンターパートへ聞き取り調査

田中団員移動　11:05成田発→15:30バンコク着（JL717）
４ ８月１日 金 薄田団員・田中団員移動　バンコク⇔ランパン

ランパン病院調査（AIDSコホート）
５ ８月２日 土 資料作成

６ ８月３日 日 水田団長、山崎団員、倉田団員、岩本団員

移動　11:05成田発→15:30バンコク着（JL717）
夜　団内打合せ

７ ８月４日 月 午前：在タイ日本国大使館・JICAタイ事務所打合せ、DTEC表敬
午後：カウンターパートのプレゼンテーション及びディスカッション

　　　（AIDSワクチン、コホート研究、実験動物）
８ ８月５日 火 カウンターパートのプレゼンテーション及びディスカッション

（感染症ネットワーク）

水田団長、田中団員は米国CDCとAIDS協力に関する意見交換、及び
国際寄生虫対策アジアセンター（ACIPAC）プロジェクトとの打合せ

９ ８月６日 水 評価レポート取りまとめ

10 ８月７日 木 午前：評価レポート取りまとめ

午後：Joint Coordinating Committee
タイ側主催ディナー

倉田団員移動　22:15バンコク発→6:15成田着（JL718）
11 ８月８日 金 ミニッツ署名

水田団長主催ランチ

在タイ日本国大使館及びJICAタイ事務所報告
移動　22:15バンコク発→（JL718）

12 ８月９日 土 →6:15成田着
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（１） タイ側関係者

１）　保健省医科学局（Department of Medical Sciences (DMSc), Ministry of Public Health）

Dr. Somsong Rugpoa Director General of DMSc

Dr. Pathom Sawanpanyalert Director of National Institute of Health (NIH)

２）　その他保健省関係者

Dr. Panita Pathivanich Deputy Director, Lampang Hospital

３）　外務省海外経済技術協力局（DTEC）

Mr. Banchong Amornchewin Chief of Japan Sub-division

Mr. Wattanawit Gajaseni Programme Officer, Japan Sub-division

（２） 日本側関係者

１）　在タイ日本国大使館

生田　直樹 二等書記官

２）　JICAタイ事務所

中井　信也 所　長

奥邨　彰一 次　長

大橋　勇一 担当所員

３）　国立衛生研究所機能向上プロジェクト専門家

加文字　信子 業務調整員

萩原　敏且 感染症研究長期専門家

有吉　紅也 AIDS研究長期専門家

吉池　邦人 HIV／AIDS研究総括調整短期専門家

（1999年４月１日から2003年３月31日まで　チーフアドバイザー）

４）　国際寄生虫対策アジアセンタープロジェクト専門家

小島　荘明 チーフアドバイザー

碓井　哲郎 業務調整員

（３） その他

１）　米国疾病対策予防センター（CDC）

Dr. Jordan W. Tappero Director, Thailand MOPH-U. S. CDC Collaboration

２．主要面談者
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